（法第28条第１項関係）
　　　平成31年度の事業報告書
平成31年　4月　1日から　令和２年　3月 31日まで
特定非営利活動法人　支援機器普及促進協会
１　事業の成果

　本年度も特別支援学校における就学奨励費の学用品購入制度によるiPadの購入は減少しており全体的な収益は大幅に低減しております。
　昨年同様に、各地での活用研修会は全国から多くの依頼を受けております。本年度はタブレット端末だけでなく、視線入力装置関連の研修や体験が増加しました。
　タブレット端末の体験貸出は昨年度よりも更に少なくなり、普及を実感しております。
　障害者差別解消法の施行を受けて、受験や試験・学習への支援依頼がすいぶん増加してきました。
　タブレット端末による障害者支援はiPadが発売されて10年が経ち、ようやく必要な人たちに届いてきたことを実感しています。
　更に、コロナウィルスの影響により、３月以降は各地での研修会はすべてキャンセルとなり現時点でもまだ研修会の実施は先が見えない状況です。合わせてGIGAスクール構想が前倒しとなり、小中学生には一人一台のタブレット端末の配備が全国的に進む中で、当法人の収益は更に厳しいものになることが予想されます。

当法人としても、初期の役割を終え昨今の状況等も踏まえ、次年度には特定非営利活動法人を一旦解散して、法人格のない非営利活動へ移行することも検討しております。
２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

	事 業 名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の

実施日時
(B)当該事業の

実施場所

(C)従事者の人数
	(D)受益対象

者の範囲

(E)人数
	事業費の金額
（概算）
（単位：千円）

	1 障害児の、携帯情報端末やICT機器等を学習支援機器として活用するための研究普及事業
	リタリコジュニア三条　発達障害児保護者対象タブレット学習会
他、例年通り約６０回
	５/12
京都市
１名
全国にて
１名
	障害児親の会
３０名
主に保護者・教員・施設職員
	０円
０円


	②　障害者の、携帯情報端末やICT機器等を生活支援機器として活用するための研究普及事業
	虎の穴2019 IN 沖縄
他、例年通り約10回
	11/23,24
沖縄県
1名
全国にて
1名

	障害者支援者（保護者、教員、PT,OT,ST、施設職員など）
30名
主に障害者の支援者
	0円
0円


	③　支援機器の企画・開発・普及活動

	
	
	
	


(2)　その他の事業
	事 業 名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の実施日時

(B)当該事業の実施場所

(C)従事者の人数
	事業費の金額（単位：千円）

	①　支援機器としてのアプリケーション等の販売
	iPad販売
	特別支援学校
療育施設　他

	1,819

	
	
	
	



